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　　　令和７年度小竹町下水道事業特別会計予算

　（総則）

第１条　令和７年度小竹町下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1)　給水戸数 １２１，９５１ ｍ3

　(2)　給水戸数 ６５３ 戸

　(3)　給水戸数 １８２，５１０ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

２４５，０１８ 千円

２３，９９３ 千円

２２１，０２５ 千円

支　　　出

２３１，７６３ 千円

２０８，７３２ 千円

２２，５３１ 千円

５００ 千円  第４項

  第２項
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  第１項 営 業 費 用

営 業 外 費 用

  第１項

（３）

営 業 収 益

  第２項

下 水 道 事 業 収 益

年 間 有 収 水 量

排 水 戸 数

主要な建設改良事業費

営 業 外 収 益

予 備 費

第１款

下 水 道 事 業 費 用

（１）

（２）

  第１款



　（資本的収入及び支出）

収　　　入

１８７，２６９ 千円

９３，６００ 千円

５９，５００ 千円

８，３１８ 千円

１７６ 千円

２５，６７５ 千円

支　　　出

２９３，８５８ 千円

１８２，５１０ 千円

１，１６５ 千円

１０９，６８３ 千円

５００ 千円
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他 会 計 負 担 金

固 定 資 産購 入費

  第５項 他 会 計 出 資 金

企 業 債 償 還 金

  第４項 予 備 費

  第２項

  第３項

　円で補てんするものとする。）。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１０６，５８９千円は、当年度

  分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，１９４千円、当年度分損益勘定留保資金５２，２７９千円、未処分利益剰余金４８，１１６千

  第２項

資 本 的 収 入

建 設 改 良 費

  第１款

補 助 金

  第３項

資 本 的 支 出

  第１項

  第１項 企 業 債

  第１款

  第４項 負担金及び分担金



　（企業債）

5,000

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。
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公営企業会計適用債

過疎対策債 42,000 証書借入 3.5％以内

3.5％以内

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。

8,100流域下水道事業債 証書借入 3.5％以内

起債の目的 償還の方法利率

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

限度額

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。

証書借入 3.5％以内

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。

証書借入38,500公共下水道事業債

起債の方法



　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用、営業外費用、特別損失

建設改良費、固定資産購入費

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場

　合は、議会の議決を経なければならない。

　(1)　給水戸数 ４２，１４３ 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８７，７８１千円である。

　（利益剰余金の処分）

第１０条　当年度利益剰余金のうち４８，１１６千円は、次のとおり処分するものと定める。

第４条資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額の補てんとして４８，１１６千円

福岡県鞍手郡小竹町長　　井　上　頼　子

（１）

（１）職 員 給 与 費

    令和７年３月３日提出

（１）

（２）
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令 和 ７ 年 度

小竹町下水道事業特別会計予算に関する説明書



(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 下 水 道 事 業 収 益 245,018 

１ 営 業 収 益 23,993 

１ 下 水 道 使 用 料 23,915 

２ そ の 他 営 業 収 益 78 

２ 営 業 外 収 益 221,025 

１ 他 会 計 負 担 金 70,720 

２ 他 会 計 補 助 金 87,781 

３ 国 庫 補 助 金 500 

４ 長 期 前 受 金 戻 入 61,024

５ 消費税及び地方消費税還付金 1,000

(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 下 水 道 事 業 費 用 231,763 

１ 営 業 費 用 208,732 

１ 管 渠 費 8,942 

２ ポ ン プ 場 費 4,940 

３ 処 理 場 費 9,264 

４ 総 係 費 49,683 

５ 流域下水道維持管理負担金 22,590 

６ 減 価 償 却 費 113,313 

２ 営 業 外 費 用 22,531 

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 22,531 

４ 予 備 費 500 

１ 予 備 費 500 

目

令 和 ７ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

項 目
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款

支 出

款 項



(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 収 入 187,269

１ 企 業 債 93,600

１ 建 設 改 良 企 業 債 93,600

２ 補 助 金 59,500
１ 国 庫 補 助 金 59,500

３ 他 会 計 負 担 金 8,318

１ 他 会 計 負 担 金 8,318

４ 負担金及び分担金 176

１ 受 益 者 負 担 金 176

５ 他 会 計 出 資 金 25,675

１ 他 会 計 出 資 金 25,675

(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 支 出 293,858 

１ 建 設 改 良 費 182,510 

１ 建 設 改 良 費 170,538 

２ 流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 11,972 

２ 固 定 資 産 購 入 費 1,165 

１ 有 形 固 定 資 産 購 入 費 1,165 

３ 企 業 債 償 還 金 109,683 

１ 建 設 改 良 企 業 債 償 還 金 109,683 

４ 予 備 費 500 

１ 予 備 費 500 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出

款 項 目

項
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目款

収 入



１． 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 3,900 千円
減価償却費 113,313 千円
引当金の増減額 119 千円
長期前受金戻入額 △ 61,024 千円
支払利息及び企業債取扱諸費 22,531 千円
未収金の増減額（△は増加） 8,272 千円
未払金の増減額（△は減少） △ 538 千円
小計 86,573 千円
支払利息及び企業債取扱諸費 △ 22,531 千円
業務活動によるキャッシュ・フロー 64,042 千円

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 160,300 千円
無形固定資産の取得による支出 △ 10,884 千円
国庫補助金による収入 54,091 千円
受益者負担金及び分担金による収入 160 千円
他会計負担金及び他会計補助金による収入 7,562 千円
未収金の増減額（△は増加） 33 千円
未払金の増減額（△は減少） △ 20,814 千円
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 130,152 千円

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー
企業債の償還による支出 △ 109,683 千円
企業債による収入 93,600 千円
他会計からの出資による収入 25,675 千円
財務活動によるキャッシュ・フロー 9,592 千円

資金増加額 △ 56,518 千円
資金期首残高 65,475 千円
資金期末残高 8,957 千円

　　　　（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
　　　　令和７年度小竹町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
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１　総　括

給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( ) 6 20,440 14,009 34,449 7,134 41,583 児童手当　　560千円

( ) 6 22,562 13,629 36,191 7,439 43,630 

( ) 0 △2,122 380 △1,742 △305 △2,047 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管理職員特別勤務

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 手当　　　　　(千円)

本 年 度 1,116 846 415 1,600 300 15 

前 年 度 876 534 477 1,600 300 30 

比 較 240 312 △62 0 0 △15 

勤 勉 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4,092 0 439 

前 年 度 4,104 0 0 

比 較 △12 0 439 

623 

312 

5,085 

前　年　度

比　　較

管 理 職 手 当
区 分

給 与 費 明 細 書

区 分

職 員 数
法 定 福 利 費

4,874 

△311 

手

当

の

内

訳

給 与 費

区 分

△211 

期 末 手 当

本　年　度

合 計
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一 般 職 備 考



ア　会計年度任用職員以外の職員

給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( ) 6 20,440 14,009 34,449 7,134 41,583 児童手当　　560千円

( ) 6 22,562 13,629 36,191 7,439 43,630 

( ) 0 △2,122 380 △1,742 △305 △2,047 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管理職員特別勤務

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 手当　　　　　(千円)

本 年 度 1,116 846 415 1,600 300 15 

前 年 度 876 534 477 1,600 300 30 

比 較 240 312 △62 0 0 △15 

勤 勉 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4,092 0 439 

前 年 度 4,104 0 0 

比 較 △12 0 439 

312 

623 

4,874 

5,085 

△211 
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一 般 職

手

当

の

内

訳

区 分
期 末 手 当

管 理 職 手 当

合 計

△311 

区 分

法 定 福 利 費
備 考

職 員 数 給 与 費

区 分

本　年　度

前　年　度

比　　較



２　給料及び手当の増減額の明細
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増 減 額

          （千円）

給 料 △2,122 給与改定に伴う 404 給与改定の状況

増 減 分 　給与改定率 2.74%

昇 給 に 伴 う 191 平均昇給率 1.23%

増 加 分

その他の増減分 △2,717 採用分 0千円 職員数の異動状況

( そ の 他 ) ( 計 )

退職者分 0千円 　本年度 6人 0人 6人

　前年度 6人 0人 6人

異動による分 △2,717千円 　増　減 0人 0人 0人

採用、退職の状況

　採用予定

　退職

手 当 380 制度改正に伴う 184 期末手当 92千円

増 減 分 勤勉手当 92千円

その他の増減分 196 管理職手当 △311千円

扶養手当 240千円

住居手当 312千円

通勤手当 △62千円

時間外勤務手当 0千円

休日勤務手当 0千円

管理職員特別勤務手当 △15千円

期末手当 △303千円

勤勉手当 △104千円

退職手当 0千円

地域手当 439千円

増 減 事 由 別 内 訳
区 分

                           （千円）

前年度　　給与改定実施時期　　令和６年４月１日

備 考説 明

(現に在職する職員数)



３　給料及び手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

　(2)　初　任　給

(円) (円) (円) (円)

単 純 労 務 職

３１２，４８３平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢 ４０．３

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

区 分

２１６，６００２１６，６００ １９４，５００１９４，５００

一 般 行 政 職

一 般 行 政 職

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在

区 分

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

高 校 卒

大 学 卒 ２２０，０００

４２．０

単 純 労 務 職
備 考

２８２，８２５

単 純 労 務 職一 般 行 政 職

３２７，３８６

一 般 会 計 の 制 度

３４７，３３３

２２０，０００

備 考
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　(3)　級 別 職 員 数

（級別の基準となる職務）

一 般 行 政 職

主 任 技 師

区 分 １ 級 ２ 級 ６ 級

参 事 補 佐技 師 課 長 補 佐

３ 級 ５ 級４ 級

事 務 主 査

課 長

技 師

主 任 主 事 課 長 補 佐 課 長

技 術 主 査
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主 事

係 長

主 事

級 級

1 級 ( ) 1 ( ) 16.7 1 級 ( ) － ( ) －

2 級 ( ) ( )  2 級 ( ) － ( ) －

3 級 ( ) 3 ( ) 50.0 3 級 ( ) － ( ) －

令和７年４月１日 4 級 ( ) 1 ( ) 16.7 4 級 ( ) － ( ) －

5 級 ( ) ( )  5 級 ( ) － ( ) －

6 級 ( ) 1 ( ) 16.7 6 級 ( ) － ( ) －

合 計 ( ) 6 ( ) 100.0 合 計 ( ) － ( ) －

1 級 ( ) 1 ( ) 16.7 1 級 ( ) － ( ) －

2 級 ( ) ( )  2 級 ( ) － ( ) －

3 級 ( ) 2 ( ) 33.3 3 級 ( ) － ( ) －

令和６年４月１日 4 級 ( ) 2 ( ) 33.3 4 級 ( ) － ( ) －

5 級 ( ) ( )  5 級 ( ) － ( ) －

6 級 ( ) 1 ( ) 16.7 6 級 ( ) － ( ) －

合 計 ( ) 6 ( ) 100.0 合 計 ( ) － ( ) －

構 成 比 ( ％ )
区 分

一 般 行 政 職

職 員 数 ( 人 )

単 純 労 務 職

職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )



　(4)　昇　給

合 計 一 般 行 政 職 単 純 労 務 職 備 考

職　　員　　数 (A) (人) 6 6 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 5 5 

３号給 (人)

４号給 (人) 5 5 

号 給 数 別 内 訳 ７号給 (人)   

８号給 (人)   

１２号給 (人)  

比　　　率　　　(B) / (A) (％) 83.3 83.3 

職　　員　　数 (A) (人) 6 6 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4 

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4 

号 給 数 別 内 訳 ７号給 (人)

８号給 (人)

１２号給 (人)

比　　　率　　　(B) / (A) (％) 66.7 66.7 

区 分

前

年

度

本

年

度

 - 13 -
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　(5)　期末手当・勤勉手当

（月分）

本 年 度 4.6  

前 年 度 4.5  

一般会計の
制 度

4.6  

　(6)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の
制 度

(支給率等)

　(7)　その他の手当

区 分

管理職手当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

職制上の段階・職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

(月分)

（月分）

24.586875

（1.175）

支 給 期 別 支 給 率

2.3  

２ ５ 年 勤 続 の 者

（1.2 ）

（1.2）

（1.2）

（1.175）

（1.2）

区 分 備 考
６ 月 合 計12 月

支 給 率 等

区 分
３ ５ 年 勤 続 の 者

(月分)

47.709 24.586875

（月分）

2.25  

そ の 他 の 加 算 措 置

2.25  

有

2.3  

（2.4）2.3  

最 高 限 度

(月分)

47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

 　(２％～４５％加算)

2.3  

備 考

有

有

(月分)

２ ０ 年 勤 続 の 者

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

 　(２％～４５％加算)

差異の内容

33.27075

（2.35）

（2.4）

同　じ

同　じ

同　じ

同　じ

同　じ

33.27075



１ 円 円 円

(1) 24,552,000

(2) 116,000 24,668,000

２

(1) 8,529,000

(2) 4,478,000

(3) 7,573,000

(4) 54,709,000

(5) 19,135,000

(6) 110,766,000 205,190,000

180,522,000

３

(1) 69,597,000

(2) 87,542,000

(3) 500,000

(4) 59,003,000 216,642,000

４

(1) 20,899,000

(2) 13,303,454 34,202,454 182,439,546

1,917,546

1,917,546

49,161,400

51,078,946
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当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

流域下水道維持管理負担金

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

雑 支 出

支払利息及び企業債取扱諸費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

令 和 ６ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料



１

(1) 円 円 円 円

イ 16,181,244

ロ 31,183,343

△2,297,733 28,885,610

ハ 3,947,266,499

△173,104,581 3,774,161,918

ニ 201,742,493

△10,228,913 191,513,580

4,010,742,352

(2)

イ 434,161,188

434,161,188

(3)

イ 2,444,645

2,444,645

4,447,348,185

２

(1) 65,474,926

(2) 10,116,025

75,590,951

4,522,939,136

３

(1) 1,921,836,583

1,921,836,583

固 定 負 債

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 の 部

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

固 定 負 債 合 計

企 業 債

資 産 合 計

建 物
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構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

令 和 ６ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

減 価 償 却 累 計 額

基 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

土 地

減 価 償 却 累 計 額

（令和７年３月 ３１ 日）

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産



４

(1) 109,681,923

(2) 34,042,817

(3)

イ 2,956,000

ロ 606,000

3,562,000

(4) 10,768,500

158,055,240

５

(1) 2,317,784,482

(2) △ 114,878,024

2,202,906,458

4,282,798,281

６

(1) 172,880,665

172,880,665

７

(1)

イ 16,181,244

16,181,244

(2)

イ

ロ 51,078,946

51,078,946

67,260,190

240,140,855

4,522,939,136

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

資 本 の 部

剰 余 金

他 会 計 補 助 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

預 り 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計
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引 当 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

繰 延 収 益



１

(1) 円 円 円 円

イ 17,346,244

ロ 31,183,343

△3,446,733 27,736,610

ハ 4,102,211,499

△264,321,581 3,837,889,918

ニ 201,742,493

△16,172,913 185,569,580

ホ 4,191,000

4,072,733,352

(2)

イ 430,042,188

430,042,188

(3)

イ 2,444,645

2,444,645

4,505,220,185

２

(1) 8,957,091

(2) 1,810,920

10,768,011

4,515,988,196

３

(1) 1,897,272,346

1,897,272,346
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負 債 の 部

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

現 金 預 金

企 業 債

流 動 資 産

資 産 の 部

機 械 及 び 装 置

（令和８年３月 ３１ 日）

令 和 ７ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 物

有 形 固 定 資 産

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

基 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

未 収 金

資 産 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定



４

(1) 118,164,237

(2) 12,690,800

(3)

イ 3,055,000

ロ 626,000

3,681,000

(4) 10,768,500

145,304,537

５

(1) 2,379,597,482

(2) △ 175,902,024

2,203,695,458

4,246,272,341

６

(1) 132,659,665

(2) 65,896,000 198,555,665

198,555,665

７

(1)

イ 16,181,244

16,181,244

(2)

イ

ロ 54,978,946

54,978,946

71,160,190

269,715,855

4,515,988,196
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他 会 計 補 助 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

引 当 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

長 期 前 受 金

賞 与 引 当 金

繰 入 資 本 金

流 動 負 債

未 払 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

預 り 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

負 債 合 計



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 下水道事業収益 245,018 244,913 105

1 営 業 収 益 23,993 27,123 △3,130

1 下 水 道 使 用 料 23,915 27,007 △3,092 公 共 下 水 道 使 用 料 13,794

農 業 集 落 排 水 処 理
施 設 使 用 料

10,121

2 その他営業収益 78 116 △38 手 数 料 78 排水設備責任技術者登録手数料 18,000円

排水設備指定工事店登録手数料 60,000円

2 営 業 外 収 益 221,025 217,790 3,235

1 他 会 計 負 担 金 70,720 69,357 1,363 他 会 計 負 担 金 70,720 一般会計負担金

2 他 会 計 補 助 金 87,781 87,930 △149 他 会 計 補 助 金 87,781 一般会計補助金

3 国 庫 補 助 金 500 500 0 国 庫 補 助 金 500 社会資本整備総合交付金

4 長期前受金戻入 61,024 59,003 2,021
長 期 前 受 金
国 庫 補 助 金 戻 入

27,810

長 期 前 受 金
県 補 助 金 戻 入

12,930

長 期 前 受 金
他 会 計 補 助 金 戻 入

13,984

長 期 前 受 金
受 益 者 負 担 金 戻 入

1,143

長 期 前 受 金
受贈財産評価額戻入

94

そ の 他 長 期 前 受 金
戻 入

5,063

5
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1,000 1,000 0
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金

1,000
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比 較項

収　　　益　　　的　　　収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

令和７年度小竹町下水道事業特別会計予算実施計画明細書

款 目
節

説 明



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 下水道事業費用 231,763 233,519 △1,756

1 営 業 費 用 208,732 212,120 △3,388

1 管 渠 費 8,942 9,374 △432 光 熱 水 費 24 マンホールポンプ電気料

通 信 運 搬 費 36 マンホールポンプ電話料

委 託 料 6,023 下水道管内調査業務委託料 500,000円

管内管口カメラ調査業務委託料 1,448,000円

汚水処理施設管理委託料 4,075,000円

使 用 料 及 び 賃 借 料 49 土地借上料

修 繕 費 500

材 料 費 2,310

2 ポ ン プ 場 費 4,940 4,920 20 備 消 品 費 50 消耗品費

光 熱 水 費 2,670 電気料 2,310,000円

水道料 360,000円

通 信 運 搬 費 36 電話料

委 託 料 1,410 雨水排水ポンプ操作委託料 240,000円

汚水処理施設管理委託料 1,170,000円

手 数 料 147

修 繕 費 500

材 料 費 119

保 険 料 8 建物災害保険料

3 処 理 場 費 9,264 8,324 940 備 消 品 費 350 消耗品費

燃 料 費 11

光 熱 水 費 3,800 電気料 3,000,000円

水道料 800,000円

通 信 運 搬 費 36 電話料

委 託 料 3,330 汚水処理施設管理委託料 1,844,000円

電気工作物保安業務委託料 119,000円

点検業務委託料 539,000円

洗浄業務委託料 828,000円
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款
節

比 較項 説 明

収　　　益　　　的　　　支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

目



(単位：千円)

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

手 数 料 217

修 繕 費 1,500

保 険 料 20 建物災害保険料

4 総 係 費 49,683 57,688 △8,005 給 料 9,930 職員給

手 当 等 5,755 諸手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,829 賞与引当金繰入額 1,517,000円

法定福利費引当金繰入額 312,000円

法 定 福 利 費 3,197 福岡県市町村職員共済組合負担金 3,168,000円

地方公務員災害補償基金負担金 29,000円

旅 費 153 普通旅費

備 消 品 費 1,000 消耗品費

印 刷 製 本 費 17

通 信 運 搬 費 102 郵便料

委 託 料 23,365 下水道台帳システム等保守管理業務委託料 1,287,000円

口座振替ＭＴ編集処理委託料 45,000円

会計システム保守管理業務委託料 2,053,000円

会計支援業務委託料 3,080,000円

公共下水道事業変更計画策定業務委託料 16,900,000円

使 用 料 及 び 賃 借 料 617 台帳システム機器等借上料

手 数 料 2,068 公共下水道使用料徴収事務手数料 1,893,000円

口座振替手数料 23,000円

ビジネスバンキングｗｅｂ一括伝送手数料 44,000円

ＡＤＰ手数料 53,000円

収納事務手数料 55,000円

負 担 金 583 研修会負担金 317,000円

全国町村下水道推進協議会県支部会費 20,000円

日本下水道協会会費 47,000円

九州地方下水道協会会費 9,000円

項
節

比 較款 説 明目
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(単位：千円)

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

福岡県下水道協会会費 45,000円

遠賀川中流流域下水道促進協議会会費 60,000円

遠賀川中流流域下水道展負担金 60,000円

地域環境資源センター会費 20,000円

土地改良事業団体連合会特別賦課金 5,000円

補 助 金 1,067 水洗便所改造資金融資利子補給金 15,000円

水洗便所改造補助金 1,000,000円

受益者負担金一括納付報奨金 52,000円

5
流域下水道維持
管 理 負 担 金

22,590 21,048 1,542
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

22,590 遠賀川中流流域下水道維持管理負担金

6 減 価 償 却 費 113,313 110,766 2,547 有 形 固 定 資 産 98,310 建物減価償却費 1,149,000円

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 91,217,000円

機械及び装置減価償却費 5,944,000円

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

15,003 流域下水道施設利用権減価償却費

2 営 業 外 費 用 22,531 20,899 1,632

1
支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

22,531 20,899 1,632 企 業 債 利 息 22,531 町債利子償還金

4 予 備 費 500 500 0

1 予 備 費 500 500 0 予 備 費 500

項
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比 較
節

説 明款 目



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 資 本 的 収 入 187,269 300,208 △112,939

1 企 業 債 93,600 119,500 △25,900

1 建設改良企業債 93,600 119,500 △25,900 建 設 改 良 企 業 債 93,600 公共下水道事業債 38,500,000円

流域下水道事業債 8,100,000円

過疎対策債 42,000,000円

公営企業会計適用債 5,000,000円

2 補 助 金 59,500 69,250 △9,750

1 国 庫 補 助 金 59,500 59,500 0 国 庫 補 助 金 59,500 社会資本整備総合交付金

〇 県 補 助 金 0 9,750 △9,750 県 補 助 金

3 他会計負担金 8,318 69,614 △61,296

1 他 会 計 負 担 金 8,318 69,614 △61,296 他 会 計 負 担 金 8,318 一般会計負担金

4 負 担 金 及 び 176 1,844 △1,668

分 担 金 1 受 益 者 負 担 金 176 1,844 △1,668 受 益 者 負 担 金 176

5 他会計出資金 25,675 40,000 △14,325

1 他 会 計 出 資 金 25,675 40,000 △14,325 他 会 計 出 資 金 25,675 一般会計出資金

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 資 本 的 支 出 293,858 364,364 △70,506

1 建 設 改 良 費 182,510 267,334 △84,824

1 建 設 改 良 費 170,538 256,371 △85,833 給 料 10,510 職員給

手 当 等 5,759 諸手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,852 賞与引当金繰入額 1,538,000円

法定福利費引当金繰入額 314,000円

法 定 福 利 費 3,311 福岡県市町村職員共済組合負担金 3,280,000円

地方公務員災害補償基金負担金 31,000円

資　　　本　　　的　　　収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

目項 比 較 説 明
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節

説 明

款

款

資　　　本　　　的　　　支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

節
比 較目項



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

備 消 品 費 236 消耗品費

燃 料 費 107

印 刷 製 本 費 100

委 託 料 31,100 家屋等事前事後調査業務委託料 2,000,000円

御徳２地区実施設計業務委託料 29,000,000円

測量設計業務委託料 100,000円

工 事 請 負 費 91,350 勝野２地区汚水管渠築造工事 28,800,000円

御徳地区汚水管渠築造工事 23,300,000円

七福地区汚水管渠築造工事 27,450,000円

公共下水道事業関連工事 10,000,000円

新規取付管工事 1,000,000円

新規取付管管路敷設工事 800,000円

使 用 料 及 び 賃 借 料 2,164 自動車借上料 269,000円

設計積算システム借上料 1,785,000円

プリンター借入料 110,000円

手 数 料 134 コンビニ収納事務委託手数料

補 償 金 23,900 汚水管渠築造工事に伴う水道補償費

保 険 料 15 自動車損害共済分担金

2
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

11,972 10,963 1,009
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

11,972 遠賀川中流流域下水道建設費負担金

2 固定資産購入費 1,165 0 1,165

1
有 形 固 定 資 産
購 入 費

1,165 0 1,165 土 地 購 入 費 1,165

3 企業債償還金 109,683 96,530 13,153

1
建設改良企業債
償 還 金

109,683 96,530 13,153
建 設 改 良 企 業 債
償 還 金

109,683 町債元金償還金

4 予 備 費 500 500 0

1 予 備 費 500 500 0 予 備 費 500
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款 目項

(単位：千円)

比 較
節

説 明


